
投資信託は、預金や保険契約ではなく、預金保険制度、保険契約者保護制度の対象ではありません。投資信託は、
登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の対象とはなりません。投資信託は、元本の保証はありません。  
投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います。                                        
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当資料は新光投信が作成した販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。信頼できると考えられるデータなどに基づき作成しています
が、その内容の正確性・完全性を保証するものではありません。当資料中の今後の見通しや運用方針に関する部分などは、作成日現在の情報に基
づくものであり、今後の投資環境などの変化により変更される場合があります。                                                                        
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分配金再投資基準価額（左軸） 

基準価額(左軸) 

7,446円 

18,452円 

期間：2001年11月5日（設定日）～2016年7月15日（日次） 

基準価額と分配金の推移 

「海外国債ファンド」 
分配金に関するお知らせ 

足もとの市場環境や基準価額の水準などを総合的に勘案した結果、分配金を引き下げました。 

世界経済の成長停滞を背景とした世界的な金利低下によって、十分なインカム収益を確保することが難しく
なっています。また、為替市場での急速な円高に伴って基準価額が大きく下落しています。こうしたなか、
『長期的に安定した収益確保と投資信託財産の成長を目指す』という当ファンドの目的などを総合的に勘案
し、2016年7月15日（第176期決算日）の分配金額を従前の30円から15円に引き下げることを決定しまし
た。 

平素は、「海外国債ファンド」（以下「当ファンド」といいます。）をご愛顧賜り、厚くお礼申し上げ
ます。 
さて、当ファンドは、2016年7月15日に第176期決算を迎え、当期の分配金につきまして、前期の30円
（1万口当たり、税引前、以下同じ。）から15円に引き下げたことをご報告申し上げます。 

第176期 15円 
累積分配金 

（第1期～第176期） 
8,350円 

※基準価額は１万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。 
※分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異なります。 
※分配金実績は、1万口当たりの税引前分配金を表示しています。 
※運用状況によっては分配金が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。上記の図表は過去の実績を示したものであり、将来の動向やファンド 
  の運用成果、分配金の支払いおよびその金額について示唆あるいは保証するものではありません。 

cn17369 

なぜ、分配金を引き下げたのですか？ Q1 

(円) 
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10年国債利回りの推移 

当ファンドが投資対象としている先進国債券市場では、金利の低下傾向が続いています。足もとでは英国
の国民投票でEU（欧州連合）離脱支持派が勝利したことを受けて世界景気の不透明感が強まっており、米
国では利上げ観測の後退が進んでいます。また、欧州においても英国のEU離脱問題の影響によっては追加
緩和もありうるとの思惑が浮上しています。このようななか、米国10年国債利回りは史上最低の水準で推
移し、ドイツ10年国債利回りもマイナス圏まで低下しています。 
 

世界的に国債市場の利回りは低下傾向、為替市場は対米ドル、対ユーロともに円高となっています。 

為替レートの推移 

為替市場は、対米ドル、対ユーロともに足もとで円高基調にあります。日米の金利差が縮小傾向にあるこ
とや、英国の国民投票によるEU離脱派の勝利を受けての世界景気の先行き不透明感から、安全資産とされ
る円に逃避資金が流入しています。 

期間：2011年7月14日～2016年7月14日（日次） 
出所：ブルームバーグのデータを基に新光投信作成 

 

期間：2011年7月14日～2016年7月14日（日次） 
出所：ブルームバーグのデータを基に新光投信作成 

 

円安 

円高 

(年/月) 

主な投資対象国の金利と為替の推移について教えてください。 Q2 

※ 上記の図表は過去の実績を示したものであり、将来の動向やファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 
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米国市場 
 
米国経済は、6月の雇用統計が市場予想を上回ったほか、個人消費なども底堅く推移しており、総じて
緩やかな景気回復基調を維持しています。6月のFOMC（米連邦公開市場委員会）で長期的な金利見通し
が下方修正されたことや、英国のEU（欧州連合）離脱問題の影響などにより、FRB（米連邦準備制度理
事会）は極めて緩やかなペースで利上げを行うと見ています。こうしたなか、米国10年国債利回りは低
水準での推移が続くと考えられます。 
  
欧州市場 
 
ユーロ圏経済は緩やかな回復基調となっているものの力強さには欠ける状況であり、インフレ率も低水
準で推移しています。また、英国のEU離脱問題がユーロ圏の国に波及することも懸念されます。ドイツ
10年国債利回りは、ECB（欧州中央銀行）の国債買い入れにより需給が引き締まっていることや安全資産
としての需要から、引き続き低水準で推移すると見ています。周辺国国債については、リスク回避の動き
などにより大きく変動する状況を想定しています。金融政策については、英国のEU離脱問題の影響次第
では追加金融緩和が行われることも考えられます。 
  
為替市場 
 
米ドル／円相場は、米国の利上げ時期や、英国のEU離脱プロセスに対する思惑により、変動の大きな展
開を想定しています。ユーロ／円相場は、EU離脱の動きが拡大した場合には、一段とユーロ安となるこ
とも考えられます。 
  
今後の運用方針 
 
上記の想定のもと、デュレーションについては、ベンチマークに対してやや長期化している現状の水準
を維持する方針ですが、金利水準が過度に低下したと判断した場合には一旦中立とすることを検討します。
通貨配分については、英国のEU離脱プロセスが不透明であることから英ポンドやユーロが他の投資対象
通貨に対して中長期的に弱含むとの見方により、英ポンドとユーロをややアンダーウェイトし、その分米
ドルをオーバーウェイトしている現状の配分を維持する方針です。 
  
当ファンドでは、引き続き安定した収益の確保と投資信託財産の成長を目指して運用を行う所存ですの
で、今後とも「海外国債ファンド」をご愛顧賜りますよう、よろしくお願いいたします。 
 
 

※ベンチマークは「シティ世界国債インデックス（除く日本、7～10年、円ベース）」です。 
上記指数は、日本を除く世界主要国（平成28年4月末、22ヵ国）の国債の総合投資利回りを、各市場の時価総額で加重平均して指数化し 
たもので、Citigroup Index LLCが開発した指数です。同指数は、Citigroup Index LLCの知的財産です。同社は、各指数の算出、公表、
利用など各指数に関する一切の権利を有しています。同社は、当ファンドの運用成績などに関する一切の責任を負いません。 
※上記の今後の市場見通しと運用方針については作成日現在のものであり、市況変動などにより予告なく変更される場合があります。  
 
 
 
  
  
 

今後の市場見通しと運用方針について教えてください。 Q3 
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ファンドの特色 

１、特色・リスクは、それぞれ1ページ程度 
 
 
２、特色・リスクは、マンスリーレポートから転用してください。 
 

 

当ファンドは、主として海外の公社債にマザーファンドを通じて、または直接投資します。実質的に組み入れた公社債の値動き
や信用状況の変化、為替相場の変動などの影響により基準価額は変動しますので、これにより投資元本を割り込み、損失を被る
ことがあります。これらの運用による損益は、すべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、当ファンドは元本が保証さ
れているものではありません。 

 

フ ァ ン ド の 特 色 
 

１．主として海外国債マザーファンドを通じて、アメリカ、イタリア、ドイツ、フランス、イギリスそしてカナダの
６ヵ国が発行する国債と政府機関債(国債と同等の格付けを持つもの)を中心に分散投資を行います。 

◆当ファンドの運用は｢ファミリーファンド方式｣で行います。 

◆｢シティ世界国債インデックス(除く日本、７～１０年、円ベース)※｣をベンチマークとして、インデックスを上回る投資成
果を目指す運用を行います。 

※日本を除く世界主要国の国債の総合投資利回りを、各市場の時価総額で加重平均して指数化したもので、Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｉｎｄｅｘ ＬＬＣが開
発した指数です。同指数は、Ｃｉｔｉｇｒｏｕｐ Ｉｎｄｅｘ ＬＬＣの知的財産です。同社は、各指数の算出、公表、利用など各指数に関する一切の

権利を有しています。同社は、当ファンドの運用成績などに関する一切の責任を負いません。 

◆主要投資対象は、海外国債マザーファンドならびにシティ世界国債インデックスに含まれる国(日本を除く)に所在する政
府、政府関係機関、国際機関、法人およびその他事業体が発行する当該インデックスに含まれる通貨建ての国債、政府機
関債、国際機関債、短期金融商品とします。 

◆公社債の実質組入比率については原則として高位を保ちますが、投資環境が大きく変動するような場合、このような運用
ができないことがあります。 

◆外貨建資産については為替ヘッジを行いません。 
 

２．主要先進６ヵ国の高格付債券へ分散投資することで、さまざまなリスクの分散・抑制に努めます。 

◆特定の通貨や国に集中せず、分散して投資を行うことで、｢為替変動リスク｣、｢金利変動リスク｣、｢信用リスク｣などの抑
制を図ります。 

 

３．原則として、毎月１５日(休業日の場合は翌営業日｡)の決算時に、収益の分配を行います。 

◆分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益と売買益(評価益を含みます｡)などの全額とします。 

◆分配金額は、委託会社が基準価額水準や市況動向などを勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分
配を行わないことがあります。 

◇運用状況により分配金額は変動します。将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありませ
ん。 
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※基準価額の変動要因（投資リスク）は、上記に限定されるものではありません。詳細は、投資信託説明書（交付目論見書）にてご確認ください。 

 

ファンドの主な投資リスク 
 

当ファンドは、値動きのある有価証券などに実質的に投資しますので、基準価額は変動します。また、外貨建資産に
実質的に投資した場合、為替相場の変動などの影響も受けます。 
これらの運用による損益は、すべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保
証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。なお、投資
信託は預貯金とは異なります。 

為替変動リスク 
外貨建資産は、為替相場の変動により円換算価格が変動します。一般に、保有外貨建資産が
現地通貨ベースで値上がりした場合でも、投資先の通貨に対して円高となった場合には、当
該外貨建資産の円換算価格が下落し、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

金利変動リスク 
公社債の価格は、金利水準の変化にともない変動します。一般に、金利が上昇した場合には
公社債の価格は下落し、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

信用リスク 
公社債などの信用力の低下や格付けの引き下げ、債務不履行が生じた場合には、当該公社債
などの価格は下落します。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性が
あります。 

カントリーリスク 
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制などの要因によって資産価格
や通貨価値が大きく変動する場合があります。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額
が下落する可能性があります。 

流動性リスク 

有価証券などを売買する際、当該有価証券などの市場規模が小さい場合や取引量が少ない場
合には、希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売買することができない可能性
があります。特に流動性の低い有価証券などを売却する場合にはその影響を受け、当ファン
ドの基準価額が下落する可能性があります。 
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お申込みメモ 
 

商品分類 追加型投信／海外／債券 

購入単位 

（当初元本１口＝１円） 
購入単位は販売会社またはお申込コースにより異なります。 
お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の２コースがあります。ただし、販売会社によってはどちらか一方の
みの取り扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社または新光投信にお問い合わせください。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（当ファンドの基準価額は１万口当たりで表示） 

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。 

換金単位 販売会社が定める単位 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額 

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して５営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 
原則として営業日の午後３時までとし、当該締切時間を過ぎた場合の申込受付日は翌営業日となります。 
※申込締切時間は販売会社によって異なる場合があります。 

換金制限 投資信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。 

購入･換金 
申込不可日 

以下に定める日には、購入・換金のお申し込みの受付を行いません。 
・ニューヨーク証券取引所の休業日  ・ニューヨークの銀行の休業日 

購入･換金申込受付 
の中止及び取消し 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金
のお申し込みの受付を中止することおよびすでに受け付けた購入・換金のお申し込みを取り消す場合があります。 

信託期間 無期限（２００１年１１月５日設定） 

繰上償還 受益権の総口数が１０億口を下回ることとなった場合などには、繰上償還することがあります。 

決算日 毎月１５日（休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 
年１２回の決算時に、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこと
があります。 
※「分配金再投資コース」を選択された場合の分配金（税引後）は自動的に無手数料で全額再投資されます。 

課税関係 

収益分配時の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して所定の税率により課税されます。 
当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非
課税制度「愛称：ジュニアＮＩＳＡ（ジュニアニーサ）」の適用対象です。 
※税法が改正された場合などには、課税上の取り扱いが変更になる場合があります。 

 

ファンドの費用 
 

お客さまが直接的に負担する費用 

購入時 購入時手数料 
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、２.１６％（税抜２.０％）を上限として、販売会社がそれぞれ独自に定める手
数料率を乗じて得た額となります。詳しくは販売会社または新光投信にお問い合わせください。 

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に対し０.１％を乗じて得た額を換金時にご負担いただきます。 

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用 

保有期間中 

運用管理費用 
(信託報酬) 

日々のファンドの純資産総額に年率１.０２６％（税抜０.９５％）を乗じて得た額とします。 

その他の費用･ 
手数料 

監査法人に支払うファンドの監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用などを、
その都度（監査報酬は日々）、投資信託財産が負担します。 
※「その他の費用・手数料」については、定率でないもの、定時に見直されるもの、売買条件などに応じて異なるものなど
があるため、当該費用および合計額などを表示することができません。 

◎手数料などの合計額については、購入金額や保有期間などに応じて異なりますので、表示することができません。 
◎詳細につきましては、投資信託説明書（交付目論見書）、運用報告書などでご確認いただけます。 

 

委託会社、その他の関係法人 
 

■委 託 会 社： 新光投信株式会社   金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第３３９号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
ファンドの運用の指図などを行います。 

■受 託 会 社： 三井住友信託銀行株式会社   ファンドの財産の保管および管理などを行います。 
■販 売 会 社： 募集・販売の取り扱い、投資信託説明書(目論見書)などの書面の交付、換金申込の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分

配金・換金代金・償還金の支払いなどを行います。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
          

     
 

 

 
 

  

 

 
 

 

  

  

  

  

  

 
 

 

  

 
 

 
   

 
  

  

  

  

  
 

 

 

 
 

 

 
 

 

  
 

   

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

      
 

 
     
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
新光投信株式会社  ヘルプデスク  ０１２０ - １０４ - ６９４（受付時間は営業日の午前９時～午後５時です。） 

インターネット  ホームページ  http://www.shinkotoushin.co.jp/ 
 



この一覧表は、各販売会社より取得した情報を基に作成しています。 
購入のお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必ずお受け取りになり、
詳細をよくお読みいただき、投資に関してはご自身でご判断ください。また、あらかじめ交付される契約締結前交付書面など（目論見書補完書面を
含む）の内容をよくお読みください。 
 

設定・運用 商号等：新光投信株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第339号 
        加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会                                                                         
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投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申し込みは各販売会社にお問い合わせください。 

海外国債ファンド 
追加型投信／海外／債券 

2016年7月 

販社一覧 
 
 
 

マンスリーレポートから転用してください。 

 

販  売  会  社  一  覧 
   

販売会社名 登録番号 加入協会 

みずほ証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第９４号 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

藍澤證券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第６号 

日本証券業協会 
一般社団法人日本投資顧問業協会 

池田泉州ＴＴ証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第３７０号 

日本証券業協会 

いちよし証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第２４号 

日本証券業協会 
一般社団法人日本投資顧問業協会 

岩井コスモ証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第１５号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

永和証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第５号 

日本証券業協会 

エース証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第６号 

日本証券業協会 
 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第２２５１号 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

株式会社ＳＢＩ証券 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第４４号 

日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

岡三にいがた証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１６９号 

日本証券業協会 

岡安証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第８号 

日本証券業協会 

カブドットコム証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第６１号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社証券ジャパン 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１７０号 

日本証券業協会 

新大垣証券株式会社 
金融商品取引業者 
東海財務局長(金商)第１１号 

日本証券業協会 

大山日ノ丸証券株式会社 
金融商品取引業者 
中国財務局長(金商)第５号 

日本証券業協会 

髙木証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第２０号 

日本証券業協会 

立花証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１１０号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

東海東京証券株式会社 
金融商品取引業者 
東海財務局長(金商)第１４０号 

日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

野村證券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１４２号 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

ひろぎんウツミ屋証券株式会社 
金融商品取引業者 
中国財務局長(金商)第２０号 

日本証券業協会 

廣田証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第３３号 

日本証券業協会 

フィデリティ証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１５２号 

日本証券業協会 

フィリップ証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１２７号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

二浪証券株式会社 
金融商品取引業者 
四国財務局長(金商)第６号 

日本証券業協会 

マネックス証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１６５号 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

三木証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１７２号 

日本証券業協会 

三津井証券株式会社 
金融商品取引業者 
北陸財務局長(金商)第１４号 

日本証券業協会 

三豊証券株式会社 
金融商品取引業者 
四国財務局長(金商)第７号 

日本証券業協会 

都証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第３６号 

日本証券業協会 

むさし証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１０５号 

日本証券業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 



この一覧表は、各販売会社より取得した情報を基に作成しています。 
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販  売  会  社  一  覧 
   

販売会社名 登録番号 加入協会 

楽天証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１９５号 

日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

リテラ・クレア証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第１９９号 

日本証券業協会 

六和証券株式会社 
金融商品取引業者 
近畿財務局長(金商)第３７号 

日本証券業協会 

ワイエム証券株式会社 
金融商品取引業者 
中国財務局長(金商)第８号 

日本証券業協会 

株式会社阿波銀行 
登録金融機関 
四国財務局長(登金)第１号 

日本証券業協会 

株式会社北九州銀行 
登録金融機関 
福岡財務支局長(登金)第１１７号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社紀陽銀行 
登録金融機関 
近畿財務局長(登金)第８号 

日本証券業協会 

株式会社ジャパンネット銀行 
登録金融機関 
関東財務局長(登金)第６２４号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社筑邦銀行 
登録金融機関 
福岡財務支局長(登金)第５号 

日本証券業協会 

株式会社筑波銀行 
登録金融機関 
関東財務局長(登金)第４４号 

日本証券業協会 

株式会社東北銀行 
登録金融機関 
東北財務局長(登金)第８号 

日本証券業協会 

株式会社徳島銀行 
(新規買い付けのお申し込みは停止しております) 

登録金融機関 
四国財務局長(登金)第１０号 

日本証券業協会 

株式会社東日本銀行 
登録金融機関 
関東財務局長(登金)第５２号 

日本証券業協会 

株式会社肥後銀行 
登録金融機関 
九州財務局長(登金)第３号 

日本証券業協会 

株式会社百十四銀行 
登録金融機関 
四国財務局長(登金)第５号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社北洋銀行 
登録金融機関 
北海道財務局長(登金)第３号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社三重銀行 
登録金融機関 
東海財務局長(登金)第１１号 

日本証券業協会 

株式会社南日本銀行 
登録金融機関 
九州財務局長(登金)第８号 

日本証券業協会 

株式会社もみじ銀行 
登録金融機関 
中国財務局長(登金)第１２号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

株式会社八千代銀行 
登録金融機関 
関東財務局長(登金)第５３号 

日本証券業協会 

株式会社山口銀行 
登録金融機関 
中国財務局長(登金)第６号 

日本証券業協会 
一般社団法人金融先物取引業協会 

この一覧表は、各販売会社より取得した情報を基に作成しています。 （順不同） 
 


